五城目町総合交流センター五城館

指定管理者　募集要項

　五城目町総合交流センター五城館の指定管理者を募集します。
１　公の施設の概要
（１）名　称　　　　五城目町総合交流センター五城館
（２）所在地　　　　秋田県南秋田郡五城目町字鵜ノ木８９番地１
（３）設置目的等
　　　 五城目町の歴史や伝統を次代に継承するとともに、広く交流の場として文化及び産業の
振興を図り、ゆとりある町民生活の充実に寄与する。

（４）規模等（※詳細は、「五城目町総合交流センター五城館概要書」による。）
　　 ① 構　　造　　　木造一部鉄筋コンクリート造地上２階

　　 ② 敷地面積　　　２，７４８．２０㎡
　　 ③ 延床面積　　　１，７４２．８０㎡

　　 ④ 施設概要　　　１号館　　多目的ホール、事務室、カフェテリア、厨房
　　　　　　　　　　　２号館　　ギャラリー、研修室（和室・洋室）、物産館、文学館

　　　　　　　　　　　その他　　駐車場、広場、回廊、給排水衛生施設、電気施設
（５）指定管理料の実績（過去３年間）
　　   令和 ５ 年度　　　　１７，３０６千円
　　   令和 ６ 年度　　　　１８，７００千円
　　   令和 ７ 年度　　　　１９，６００千円
（６）施設利用者数及び利用料金（収入額）の実績（過去３年間）
　　   令和 ５ 年度　　　　１８，２３１人　　　２５，８３１千円
　　   令和 ６ 年度　　　　２０，７５７人　　　２９，７７９千円
　　   令和 ７ 年度　　　　１８，９１３人　　　２６，７０６千円
２　指定管理者に行わせる管理の業務（※詳細は「五城目町総合交流センター五城館管理業務仕様書」による。）

（１）使用の許可、使用の許可の取消し並びに使用の制限及び停止に関する業務
（２）施設、附属設備及び備品の維持管理に関する業務
（３）当該施設の利用の促進に関する業務
（４）その他当該施設の管理に関し町長が必要と認める業務
３　管理を行わせる期間（指定期間）
　　　令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで
　　　ただし、指定期間の実績によって、１回に限り更新することができることとする。
４　申請をする団体に必要な資格等
（１）申請をする団体に必要な資格

①法人その他の団体（以下「団体」という。）であること。
※１複数の団体が共同事業体を構成して申請することができます。この場合、必要な資格等の要件は、申請を行う共同事業体のうち１団体が満たしていればよいこととします。
※２共同事業体の構成団体が、単体又は他の共同事業体の構成団体となって同一の施設について重複して申請することはできません。

※３共同事業体として申請する場合は、必ず代表となる団体を決定していただくとともに、協定の締結の際は、共同事業体の構成団体全てを一括して協定の相手方とします。

※４指定管理者の候補者の選定後の協議は、代表団体を中心に行うことになりますが、協定に関する責任は共同事業体の構成団体全てが負うことになります。

②町内に主たる事務所を有する法人その他の団体であること

③一般集客施設又はこれに類する施設に係る維持管理業務の１年以上の実績を有すること。

④物産販売・飲食店舗の管理又は運営の１年以上の実績を有すること。

（２）申請をすることができない団体（代表者が次の事項のいずれかに該当する場合を含む。）
①地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定により、秋田県
　が設置する公の施設の指定管理者の指定を取り消され、その取消しの日から起算して２年を経過しない団体

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する団体

③秋田県から入札参加資格制限、指名停止又は指名差し控えの措置を受けている団体

④会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て若しくは民事再
生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立て（これらの手続開始の決定を受けた団体を除く。）又は破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている団体
⑤町税並びに法人税、消費税及び地方消費税を滞納している団体

⑥役員のうちに秋田県暴力団排除条例（平成２４年五城目町条例第３号）第２条第２号に規
定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団と密接な関係を有する者を含む団　　　　　　　体
５　申請の手続
（１）提出書類

　　　指定管理者の指定を受けようとするものは、申請書に次に掲げる書類を添えて提出してください。なお、共同事業体として申請する場合の②から⑩までに掲げる書類は、構成する全ての団体について提出してください。⑧のみ、共同事業体として提出する場合、構成する団体のうち実績をもつ１団体のみの書類提出で構いません。
①指定の期間に係る年度ごとの当該公の施設の事業計画書

②定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずる書類

③申請の日の属する事業年度の前２事業年度に係る事業活動の概要を記載した書類、収支
決算書、財産目録、損益計算書、利益処分計算書及び貸借対照表又はこれらに準ずる書　　　　　類

④申請の日の属する事業年度の収支予算関係書類

⑤組織及び運営に関する事項を記載した書類（団体の組織図や業務執行体制等がわかるも
の及び就業規則又はこれらに準ずる書類）

⑥役員名簿及び役員の履歴を記載した書類

⑦指定の申請に関する意思の決定を証する書類

⑧類似施設における業務実績を記載した書類

⑨町税並びに法人税、消費税及び地方消費税について滞納がないことの証明書（申請書提
出日前１月以内に交付されたもの）

⑩誓約書

⑪その他町長が必要と認める書類
（２）提出場所
　　　郵便番号０１８－１７９２　　五城目町西磯ノ目１丁目１番地１

　　　五城目町役場　商工振興課（電話０１８－８５２－５２２２）
（３）受付期間　令和８年８月２５日（火）から令和８年９月３０日（水）まで

　　　　　　　　（土曜日・日曜日及び祝日を除く）

（４）受付時間　午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）

（５）提出方法　郵送又は持参とします。なお、郵送による場合は、締切日必着のこと。
　　　※　提出期限後における申請書又は添付書類の変更及び追加は、認めません。
（６）提出部数等
　　　正本１部、副本１２部を提出してください。（副本は複写可）

　　　※　町が必要と認める場合は、申請書類の内容について、説明や追加資料の提出を求めることがあります。
　　　※　指定管理者指定申請書類のうち、法人の登記事項証明書については正本１部のみ提出してください。

（７）募集要項の交付

　　　募集要項や申請書類は上記（２）の窓口で直接交付、またはホームページでのダウンロードをお願いします。
（８）質問事項の受付

      ア　受付期間  令和８年８月２５日（火）～９月１８日（金）午後５時１５分まで

      イ　受付方法  質問票に質問事項を記入のうえ、「14 問い合わせ先」に提出してください。

                　　ＦＡＸ及び電子メールでの提出も可とします。なお、ＦＡＸで提出する場合は、事前に五城目町商工振興課に連絡した後、送信してください。

      ウ　回答方法  随時回答することとし、質問者の法人名等を伏せて、全ての申請者にＦＡＸでお知らせします。なお、最終回答期日は９月２５日（金）とします。
（９）著作権の帰属等

      事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、町は、指定管理者の決定の公表      等必要な場合には、事業計画書の内容を無償で使用できるものとします。

      また、提出された書類については、五城目町情報公開及び個人情報保護に関する条例の規      定に基づき非公開とすべき箇所を除き、公開されることがあります。

      なお、提出された書類は理由の如何にかかわらず返却しません。

（１０）費用の負担

      申請に要する経費は、すべて申請者の負担とします。

（１１）その他

　申請書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。
６　選定の方法、基準及び時期

（１）指定管理者選定審査基準

五城目町公の施設指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、次に掲げる①から⑤の選定基準に照らし、最も適当と認める一団体を指定管理者の候補者として選定します。

なお、審査基準は次のとおりです。

　　五城目町総合交流センター五城館の指定管理者の候補者選定の審査基準

1 利用者の平等利用の確保（適合しなければ失格）

　　　　ア　利用者の平等な利用が確保されるものであるか

②施設の設置目的の効果的な達成

　　　　ア　施設の設置目的・理念を理解した管理がなされるものであるか

　　　　イ　施設の利用促進への取り組みがなされるものであるか

　　　　ウ　利用者の意見を施設の管理運営に反映させる意欲や手段が盛り込まれているか

　　　　エ　利用者に対するサービス向上の取り組みがなされるものであるか

　　　　オ　地域、関係機関、ボランティア等との連携が図られるものであるか

③効率的な管理

　　　　ア　収支計画は適正なものであるか、またその実現性はどうか

　　　　イ　経費縮減に向けた取り組みがなされるものであるか、またその実現性はどうか

④適正かつ確実な管理を行う能力

　　　　ア　団体の経営状況は、安全かつ健全なものであるか

　　　　イ　団体の実績はどうか

　　　　ウ　人員配置計画は適切なものであるか

　　　　エ　経理的な基礎が備わっているか

　　　　オ　技術的な基礎が備わっているか

　　　　カ　職員の資質向上に積極的に取り組む意欲はあるか

　　　　キ　安全管理は適切か

　　　　ク　個人情報の適切な管理のための必要な措置が講じられるものであるか

⑤ 団体の理念等

　　　　ア　団体の経営方針等について

　　　　イ　指定管理者の指定を申請した理由

　　　　ウ　施設の現状に対する考え方及び将来展望について

（２）指定管理者の候補者選定の時期及び審査の方法

選定委員会は、令和８年１１月上旬に行い、申請者自らによるプレゼンテーションの後、委員による質疑を行い、申請内容を総合的に評価し、指定管理者の候補者を決定します。
なお、日時及び場所は、後日書面で通知します。

（３）選定の結果

選定結果については、書面で通知します。
７　指定管理者と町との責任分担
　　指定管理者と町との責任分担は、原則として次の表のとおりとします。
　　ただし、表に定める事項に疑義のある場合、又は定めのない事項については、指定管理者と　　町が協議して定めることとします。
	項　　　　目
	指定管理者
	町

	施設
	改築又は大規模修繕
	
	○

	
	修繕
	協定で定める

	事故・災害等による施設等の修繕
	事案による

	施設の火災保険加入
	
	○

	施設利用者の被災に対する責任
	事案による

	利用者に係る保険の加入
	○
	


　　　　※１　指定管理者の故意又は過失、協定書等に定められた管理を怠ったことによる毀　　　　　　　　損・減失は、金額の多寡にかかわらず指定管理者が購入、修繕等を行うこととしま　　　　　　　す。
　　　　※２　施設サービスの提供に支障がないと町が判断した場合には、修繕を見合わせる場　　　　　　　合があります。
　　　　※３　施設の修繕に関する責任分担については、町と指定管理者の協議により、協定で　　　　　　　定めます。
８　その他
（１）指定管理者の候補者の選定にあたり、申請者に対して、申請書及び添付書類の内容について説明を求めることがあります。
（２）指定管理者の候補者として選定されたものを、町議会の議決を経て、指定管理者に指定します。
（３）施設の管理の業務に要する経費に充てるため、町が支払うべき費用が生ずる場合、年度ごとに予算の範囲内で指定管理料を支払います。

（４）指定管理料の額については、指定の告示後毎年度締結される年度協定書により定めます。
（５）利用料金は、町が定める金額を基準として指定管理者が町長の承認を受けて額を定め、指　定管理者の収入として収受させます。
（６）町は、指定管理者による業務実施状況について確認を行うものとし、その結果について公表するとともに、指定管理者に必要な指示をすることがあります。
９  公募から管理運営までのスケジュール

      令和８年　

８月２５日（火）～９月３０日（水）  公募期間

      　　８月２５日（火）～９月１８日（金）　質問事項の受付（回答期限９月２５日）

９月３０日（水）　　　　　　　　　　申請受付期限
      　　１０月１日（木）～１０月１６日（金）申請書類審査及びヒアリング

      　１０月下旬　　　　　　　　　　　　　　選定委員会開催要請 

      　１１月上旬　　　　　　　　　　　　　　申請者によるプレゼンテーション及び

      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選定委員会による候補者の選定

      　１１月上旬　　　　　　　　　　　　　　選定通知

      　１２月　　　　　　　　　　　　　　　　指定管理者の指定の議決（１２月定例議会）

      令和９年

　　１月　　　　　　　　　　　　　　　　公示
      　　１月　　　　　　　　　　　　　　　　基本協定の締結

　　　　　１月～（３月）　　　　　　　　　　　指定管理者による管理運営の準備及び引継ぎ
　　　　　４月１日　　　　　　　　　　　　　　指定管理者による管理運営の開始

１０　問い合わせ先
　　　五城目町役場　商工振興課　

　　　電　話　０１８－８５２－５２２２　　ＦＡＸ　０１８－８５２－５３６９
　　　E-mail　syoko@town.gojome.lg.jp

１１　添付資料・様式
（１）指定管理者指定申請書（条例施行規則様式第１号　別紙）
（２）事業計画書（条例施行規則様式第２号　別紙）

（３）収支決算書（条例施行規則様式第３号　別紙）
（４）施設概要書（別紙①） 
（５）施設管理業務仕様書（別紙②）

（６）事業計画書及び収支予算書作成要領（別紙③）

（７）誓約書（別紙④）

  質    問    票  

　五城目町総合交流センター五城館「指定管理者」公募について質問票を提出します。
	番号
	資料名
	質問事項

	
	ページ番号
	

	
	項目名
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　令和８年　　月　　日

　　　五城目町長　荒　川　　　滋　様

　　　　（商工振興課扱　ＦＡＸ番号　０１８－８５２－５３６９）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先電話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先FAX


・この様式は参考例です。任意の様式でも受付します。

・質問票には、必ず、申請者の「団体名」「代表者名」「担当者名」「連絡先電話番号」「連絡先　　ＦＡＸ番号」を明記してください。

・ＦＡＸ照会する場合は、番号を間違えないよう、ご注意ください。
１
２

